様式例（法第28条第1項関係「前事業年度の事業報告書」）

令和４年度の事業報告書

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

特定非営利活動法人ようこそ小城
１　事業の成果
・本年度も小城市の委託事業の仕様に基づいた事業を行いました。相談対応業務、団体調査業務などを小城市市民活動センターで行ってきました。

　・協働推進事業市民協働啓発業務は「市民活動推進イベント」として「おぎの未来デザイン」を行いました。防災士の柳原志保さんを招聘し講演会を開催しました。歌う防災士として全国で活躍されており防災に必要な心掛けを教えてもらった。協働のまちづくる講座を3回開催しました。「大町町地域おこし協力隊」公門寛稀さん、「公益社団法人CivicForce」根木佳織代表理事、「一般社団法人おもやい」鈴木隆太代表理事を招聘し、災害時の支援活動として、市民活動団体として何ができるかについて講演をしていただきました。

　・自主事業として「ヨガ」「パソコン教室」「レザークラフト講座」を行いってきました。「ヨガ」事業は毎週土曜日に定着、会員の健康増進役立っています。

　・本年度は当団体で三里の耕作放棄地を借用、管理運営を始めました。また引き継き「ふるさと・夢つむぎネットワーク」「小城フットパスクラブ」「小城ファシリテーション研究会」「笑うて暮らそうやっ会」「にじいろぽけっと」などの団体運営の支援を行い、助成金の獲得、事業獲得で活発に事業を行う事が出来ました。　
・人材育成事業として川北秀人氏を招聘して主な市民活動団体を集め災害等暮らしに備える市民活動の在り方について意見交換会を行った。

２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時
(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象者の範囲

(E)人数
	事業費の
支出金額
(単位：千円)

	①地域コミュニティづくりに関する事業

	協働のまちづくり講座で3回の講座をお願いした。

1. 大町町地域おこし協力隊」公門寛稀氏講演
2. 「公益社団法人CivicForce」根木佳織代表理事・岡氏講演
ウ．「一般社団法人おもやい」鈴木隆太代表理事講演

	(A)ア　2月17日
　イ　1月24日
　ウ　3月3日
(B)ア.イ.ウとも
ゆめプラット小城研修室
（C）ア.イ.ウとも10名

	(D)市内の市民活動団体に所属している人、これから市民活動をはじめたい人
(E)ア13名
イ17名
ウ15名
	１５０


	②地域の環境を守る事業

	ア.法人で三里の耕作放棄地約2反を借用、管理・整備
イ.「ふるさと・夢つむぎネットワーク」や「笑ろうて暮そうやっ会」の助成金取得や協働での活動の実施
「ふるさと・夢つむぎネットワーク」毎週三里の山での梅畑の整備、開墾地などの草刈り。

　「笑ろうて暮そうやっ会」でセブン・イレブン記念財団の助成金を獲得、石体で花植え活動を2回行った。Ⅰ、Ⅱ
	(A) 通年牛尾の山
(B) 春・秋　石体地域
(C) 牛尾の山
石体地域
(C)三里、延べ300名
石体：延べ50名
	(D)三里の住民

　Ⅰ.Ⅱ石体の住民
(E)延べ200名 
　石体

　Ⅰ.10名

　Ⅱ.　9名

	２,０００

	③ICTの普及に関する事業
	パソコン教室の運営支援


	(A)24日
(B)ゆめプラット小城会議室
(C)2名
	(D)小城市民
(E)90名
　
	７３０

	④市民活動に関する相談及び助言、普及並びに情報収集
	相談対応業務

小城市の委託事業として相談対応業務を行いました。
	(A)274日
(B)小城市市民活動センター
(C)6名
	(D)小城市内の地縁団体、志縁団体
(E)145名
	３,０２３

	
	団体情報収集業務

登録団体は小城市のHPやガイドブックに掲載、本年度新たに3件の登録があり、合計登録団体は43件になりました。
	(A)274日
(B)小城市市民活動センター
(C)3名
	(D)小城市内の地縁団体、志縁団体
(E)150名
	２,１５４


	
	市民協働の啓発出前講座事業

　本年度はコロナのため実施せず。
	(A)
(B)

(C)
	(D)

(E)

	０

	⑤市民活動を行う者同士及び公共部門の又は民間部門との連携事業
	ア.川北氏を囲む会
川北秀人氏を招聘して災害など暮らしに備える市民活動と中間支援の在り方について交流会を行った。

イ.おぎの未来デザインを市民活動推進イベントとして開催。防災士の柳原志保さんを招聘して防災に必要な心掛けを教えてもらった、計20団体のパネルを展示した。。今後の団体活動のヒントが数多くあった。
	(A)ア：7月30日
イ：2月12日
⒝ア：ゆめぷらっと小城研修室
イ：ゆめぷらっと小城天山ホール
(C)ア：2名
イ：12名
	(D)小城市内の地縁団体、志縁団体
(E)ア：15名
イ：53名
	２２０



	⑥市民活動に関する政策提言
	佐賀県CSO提案型協働創出事業参画。提案書の提出はなかつた。
	(A)90日
(B)小城市市民活動センター
(C)2名
	(D)小城市内の地縁団体、志縁団体
(E)25名
	０


